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研究ノート
全米労働力開発専門職協会の若者発達
シンポジウム／ワークショップ
─日本の若者支援関係者が学べること─
法政大学キャリアデザイン学部　准教授　筒井　美紀
１　本稿の目的
本稿は、全米労働力開発専門職協会（National Association for Workforce 
Development Professionals ＝ NAWDP）が年１回秋に開催する若者発達シン
ポジウムに出席した筆者の参与観察に基づき、何がこのシンポジウムの狙いな
のか、どのようなプログラムがどのように展開されるのかを報告し、日本の若
者支援関係者が、そこから学べることについて述べる（１）。
「若者発達シンポジウム」は、“Youth Development Symposium” の直訳で、
その趣旨と意味を汲んで言葉を補うなら「困難を抱えた若者の発達支援シンポ
ジウム」となるだろう。ここで「支援」とは、就労が中心となるけれども、生
活支援や学習支援をももちろん含む。困難を抱えた若者たちの支援であるか
ら、それらが欠かせない。また、日本の若年支援「関係者」とは、その仕事の
直接従事者でなくとも、関心を有する者や当事者をも意味している。なお、本
稿で述べたい「学べること」とは、各セッションで報告され議論された支援の
コツや工夫そのものではない。報告事例を聴いていると、上手くいくコツや工
夫は、「求人開拓では、地道なドアノッキングによる人対人の関係づくりが不
可欠」といったように、日本のそれと共通点が多いと思われた。そしてまた、
支援事例の分析は、その組織へのインタビューや参与観察といった調査に基づ
いて行なうべきである。そこで本稿は、シンポジウムのやり方や、報告者と出
席者との相互作用から学べることを提示したい。
シンポジウムは、2014年９月22日～24日の日程で、シカゴのダウンタウンに
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あるホテルで開催された。なお、シンポジウムといっても、聴衆の前で何人か
の討論者が討論を行ない、フロアとの質疑応答も若干時間を確保するといっ
た、いわゆるシンポジウムだけではなく、40近いワークショップも実施された
（後掲の表１を参照）。報告者を含め参加者は、就労支援 NPO やコミュニティ
組織やワンストップセンター、高校や大学のカウンセラーやケースワーカー、
求人開拓員、そのマネジャーやディレクター、州や郡や連邦政府の職員、ある
いは企業の人事担当者、人材ビジネスや教育ビジネス、助成財団の職員など、
実に多様で、また参加者数としては優に300人を越していた。
筆者自身は、当該シンポジウムには初めて参加した。これに先立つ2013年８
月20日に、筆者は NAWDP の本部（ワシントン D.C.）を訪問し、この組織の
全体像を把握すべく、エグゼクティブ・ディレクターである Bridget Brown
氏へのインタビューを行なった（２）。それによって NAWDP という組織への関
心が深まり、今回の参加となった。本稿は、学べることを３つに絞って述べて
いきたい。要点だけ先に挙げると、①十全な相互作用が可能な75分というワー
クショップの時間枠、②よく練られ且つ「敷居の低い」評価シート記入と提出、
③参加者に対するアドヴォカシー（政策制度要求）の呼びかけ、である。
NAWDP について簡単に記しておこう。NAWDP は、公共政策領域におけ
る労働力開発専門職の全国的組織である（米国歳入法の501（c）（３）のステ
イタスをもつ、いわゆる NPO である）。特定非営利活動法人日本キャリア開
発協会（JCDA）を思い浮かべると、イメージが湧きやすいかもしれない。
NAWDP も JCDA と同様に、独自の資格認定証（CWDP: Certified Workforce 
Development Professionals）を発行し、研究会やワークショップを全国各地
で、あるいはウェビナーなどをとおして実施している。ただし、NAWDP が
JCDA と大きく異なるのは、ひとつには支援者の任務が公共政策領域に属する
ものであること（たとえば、民間企業の正社員向け研修などは対象とはならな
い）を明確に打ち出していること、いまひとつには連邦／州／ローカルの各レ
ベルでアドヴォカシー（政策制度要求）を展開していることである。さらに付
言すれば、CDWP の認定基準はかなり厳しく（新規申請での不合格率は40～
45％）、その有効期限は３年で、更新には「９つのコンピテンシー」を満たす
学習を、３年間で最低60時間こなしていなければならない（JCDA は５年）。
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こうした相違点は、日本における公共労働力開発の実践と政策に、さまざまな
示唆をもたらすがゆえ、探究する意義がある、と筆者は考えている。
NAWDP がいかなる組織か、これ以上の中味については、本紀要の第11号
掲載の拙論「米国における公共労働力開発専門職の全国的組織化──NAWDP
の活動と日本への示唆──」をご参照いただきたい（筒井2014）。
本稿の構成は以下のとおりである。第２節では、プログラム／スケジュール
の一覧表を提示し、その特徴を６点に整理する。第３節では、３点の学べるこ
とについて説明する。最後に第４節では、今後の研究課題に言及する。
２　プログラム／スケジュール
表１に、プログラム／スケジュールの一覧を示す（３）。表の右端に記したよ
うに、筆者は全ての全体セッションと（４）、６つのワークショップ（出席者は
20～40人程度）に参加した。表１から分かることは６点ある。
第１に、実践報告が圧倒的な割合をしめている（報告ができるのは
NAWDP の会員である）。たとえばワークショップ⑥の１つめ「座学を超えた
創造的なパートナーシップ」は、サウスダコタ州ラピッドシティの高校学区と
地元企業が結んでいるインターンシップについての報告で、報告者は、この
パートナーシップのディレクターである Liz Hamburg 氏と、インターンシッ
プ・コーディネーターの Jessica Dial 氏（大学で「発達心理学と家族ダイナミ
クス」で学士号を取得、元スクールカウンセラー）であった。
第２に、実践報告において対象とされている若者は多様である。受刑経験が
ある、障害がある、薬物問題を抱えている、里親に育てられた・グループホー
ムで育った、十代で親になった、といった履歴や属性をもつ若者に焦点化した
報告が少なくない。ワークショップ①の４つめ・６つめ、③の１つめ・４つめ、
⑤の４つめ、⑥の５つめ、がそうである。
第３に、支援対象者である若者自身による登壇や報告がある。９／23夕方の
全体セッションや、筆者が出席したワークショップ①の１つめがそうである。
そこでは、ホームレスになり高校も中退したが、労働力投資法（WIA: Work-
force Investment Act）を資金源とする若者インターンシップに参加し、また
復学し、これらを経てインターンシップ先の電気工事会社の社員となった20代
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前半の Kyle Cunningham という若者が、その経験を語っていた。
第４に、雇用主をいかにしてプログラムに関与させるかに焦点化した報告も
多い。９/22午前の特別ワークショップ、ワークショップ②の２つめ・６つめ、
③の５つめがそうである。第１節で、本シンポジウム／ワークショップの参加
者は多様で、企業の人事担当者もいると述べたが、とはいえ「労働供給側」（に
立つ支援者たち）が大多数をしめている。したがって、雇用主を関与させる方
法がひとつの焦点となるのだ。
第５に、関連法や施行ルールに関して解説がなされるセッションもある。９
／23午前の全体セッションや、ワークショップ④の６つめ、⑤の６つめがそう
である。今回のシンポジウム／ワークショップが、労働力投資法（WIA: 
Workforce Investment Act）が廃止され新たに労働力革新・機会法（WIOA: 
Workforce Innovation and Opportunity Act）が制定（2014年７月22日にオバ
マ大統領が署名）されてすぐ後のタイミングだったことも大きいだろう（５）。
第６に、ワークショップ①～⑥は、NAWDP の認定資格 CWDP 取得・更新
に必要な「９つのコンピテンシー（６）」の獲得経験にカウントでき、申請書に
書ける。表１の右端から２列目に、どのコンピテンシーに該当するかを示した。
たとえばワークショップ⑥の２つめ「製造業におけるキャリアを促進する：イ
ンターンシップを通じて若者をつなぐ」は、コンピテンシーの２）キャリア発
達原理や６）労働市場情報・インテリジェンスのみならず、９）労働力開発の
構造、政策とプログラムといったマクロな領域にまで渡っている。
以上の６点に加えて、「思考リーダー・ディスカッション（Thought Leader 
Discussion）」について補足説明をしておく。これは、第２日目のワークショッ
プ②～⑤と並行して４セッションが開かれている。少人数グループをつくり、
ディスカッションの内容を整理したり方向づけたりするリーダーを決め、参加
者が経験と関心とアイデアを共有するというスタイルのワークショップであ
る。これら４つのセッションについては、シンポジウム／ワークショップの小
冊子（スケジュール兼要旨収録集）の収録には間に合わず、初日に別途一枚紙
で配付された。恐らくその理由は、事務局が、シンポジウム／ワークショップ
全体の内容を見たうえで、「こういう内容のワークショップもあれば、参加者
のニーズにより応えることになる」として、開催直前まで練ったためであろう。
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「あなたのクライアントたちに向けた政策制度要求」（地域の意思決定者をどう
やって巻き込むか）、「障害をもつ若者への支援を改善する」、「雇用主へのサー
ビスを強化する」、「労働力開発のキャパシティを構築する」（自分の部下であ
るケースワーカーや求人開拓員の力量をどうやって向上させるか）といった
テーマは、実践報告を聴いて質疑応答するだけでは物足らず、少人数グループ
でのディスカッションを望む参加者が多いと予想されたのであろう。
表１　NAWDP 2014年度 若者支援シンポジウムのプログラム／スケジュール一覧
日時 セッション
講演／ワークショップのタ
イトル
報告者
C W D P
コンピテ
ンシー
筒井
出席
９／22（月）
８：00−12：00
特 別 ワ ー ク
ショップ（要
追加料金）
雇用主との本物の関係を創
り維持する
Jodie Sue Kelly（シグネッ
ト・アソシエイツ）
13：00−14：15
開 会 の 全 体
セッション
開会の辞
Danny Davis（連邦下院議
員・イリノイ州選出）
〇
ボディ・ランゲージの秘訣
Traci Brown（ボディ・ラ
ンゲージ・エキスパート）
〇
14：45−16：00
ワ ー ク
ショップ①
オポチュニティ・インター
ンシップ：若者の仕事体験
を再ブランド化する
Scott Correa（パイクス・
ピーク労働力センター、コ
ロラド、コロラドスプリン
グス）ほか３名
２、６ 〇
ジョブマッチングと継続年
数を向上させるための効果
的アセスメント
Rebecca Salon（障害者雇
用改善のための全国リー
ダーシップセンター）ほか
１名
１、 ４、
５、８
オハイオ州コロンバスにお
ける若者労働力システムの
構築
Tara Lamont（オハイオ・
ミーンズ・ジョブズ）ほか
２名
２、 ６、
９
受刑経験若年者支援のベス
ト・プラクティス
Deb Scheibler（カンザス・
ワークフォース・ワン）ほ
か１名
４、５
問題のメンタリング：危機
状態にある若者を理数系
キャリアに押し上げる
Patricia Gill（教育的リー
ダーシップ研究所・労働力
開発センター）ほか１名
５、 ７、
８
キャリア開発インターン
シップ：里親制度を終えた
若者向け職業訓練プログラ
ム
Sheryl Carter Negash
（L.A. 郡・子ども家族サー
ビス部）ほか１名
２、５
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９／23（火）
８：15−９：15
全 体 セ ッ
ション
連邦政府の見解
Kathy Martinez（ 連 邦 労
働省障害者雇用室・副室
長）
〇
新法（労働力革新・機会法）
について
Mala Thakur（全米若者雇
用連合・イグゼクティブ・
ディレクター）
〇
９：30−10：45
ワ ー ク
ショップ②
ワーカビリティ：雇用主が
要求するそれほどソフトで
ないスキルを若者が開発す
るのを助ける
Elisabeth Sanders-Park
（ワークネット・ソリュー
ションズ）
１、 ２、
８
若者向け労働力開発に雇用
主を関与させる
Marianne Moroney（エヴァ
ン ス ト ン 若 者 仕 事 セ ン
ター）ほか１名
２、３
クライアント、同僚、そし
て上司にさえ厳しいことを
言おう
John Hattary（NAWDP 
ビジネス開発副ディレク
ター）
７ 〇
YouthBuild は如何にして
セカンドチャンスを供給し
ているか
A b r i g a l  F o r r e s t e r
（YouthBuild）ほか１名
４、７
効果的で低コストの理系学
習を若者プログラムに統合
する
Brian Cummings（ResCare 
Inc.）
２、６
雇用主を運転席に座らせ
る：若者のためのウォール
グリーンとウォーキーガン
高校とのパートナーシップ
Germa in  Cas t e l l ano s
（ウォーキーガン高校）ほ
か１名
４、 ６、
９
あなたのクライアントたち
に向けた政策制度要求
思考リーダー・ディスカッ
ション
11：00−12：15
ワ ー ク
ショップ③
里親制度からキャリアへ：
コロラドにおける年長の若
者の成功へのパスウェイ
Eric Steiner（ケイシーファ
ミリープログラムズ）
５、６
マルチメディアを活用して
キャリア探求を広げ若者の
アウトカムを改善する
Gwen Schiada（キャリア
パピー）
２、７
CWDP 資格の合格に向け
て力をつける
Bridget Brown（NAWDP
イグゼクティブ・ディレク
ター）
２ 〇
受刑経験のある若者や雇用
への障害のある若者への上
手な関わり方
Bojan Cubera（ソーシャ
ル・ソリューションズ）
３、６
地元企業を関与させる
Kelly Folks（アラパフォー
／ダグラス・ワークス！）
６、 ８、
９
21世紀に向けた製造業
Tim Spires（テネシー製造
業協会）
２、６
障害のある若者への支援を
改善する
思考リーダー・ディスカッ
ション
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12：15−13：15 人脈作りランチ
13：30−14：45
ワ ー ク
ショップ④
十代の若者の起業家精神を
養う機会を求めて
A n d r e a  H a r r e l l
（Opportunity Inc.）ほか１
名
２、９
あなたは私に何をして欲し
い？――あなたの尺度に合
うよう動機づけよ
Therese Taylor（Ross 
Innovative Employment 
Solutions）ほか１名
４、５
若者向けのパートナーシッ
プとブリッジを築く：エス
カレーラ・インスティテュ
オのプログラム
Javier Gomez（Instituodel 
Latino）ほか１名
２、６
労働力ダイエット
Mike Fazio（ワークフォー
ス180）
２
進歩するワーク：若年労働
力プログラムにおける長期
的介入
Susana Martinez（ラテン
アメリカン若者センター）
ほか１名
３、６ 〇
若者協議会をエンパワーす
る：需要主導の労働力解決
を若者向けに調整する
Jennifer Kemp( 連邦労働省
雇用訓練局）ほか１名
２、 ３、
４
雇用主へのサービスを強化
する
思考リーダー・ディスカッ
ション
15：00−16：15
ワ ー ク
ショップ⑤
仕事の箱から外に出る
A n d r e a  H a r r e l l
（Opportunity Inc.）ほか１
名
２、３
キャリアパスウェイ――初
職、より良い職、より良い
人生へと若者を動かす
Richalene M. Kozumplik
（AHA Consulting）
２、 ５、
８
〇
キャリアの準備性：キャリ
ア 開 発、 金 銭 的 リ テ ラ
シー、テクノロジーのスキ
ル
Margaret Smith（ ア ラ バ
マ州教育局）
２、 ３、
４
内面の力――十代で親に
なった若者の成功を高める
Meghan McGilvra（太陽渓
谷 YMCA）
２、４
ザ・バリア・バスター！
Larry Robbin（Robbin 
and Associates）
５、６
プログラムパフォーマンス
の改善と新法 WIOA の数
値目標に向けた計画のため
にデータを活用する
Jennifer Kemp( 連邦労働省
雇用訓練局）ほか１名
４、７
労働力開発のキャパシティ
を構築する
思考リーダー・ディスカッ
ション
16：30−17：15
全 体 セ ッ
ション
若者の声に価値を見出そう
WIA プログラムに参加し
た若者４人のパネル
〇
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３　シンポジウム／ワークショップから学べること
以上第２節では、シンポジウム／ワークショップのプログラム／スケジュー
ルについて概略を記した。本節では、日本における若年支援関係者が学べるこ
とを３点、述べたい。
３－１　十全な相互作用が可能な75分というワークショップの時間枠
ワークショップのプレゼンターは、75分という時間を自由に活用してよい。
学会報告で通常設定されているような、「発表20分、質疑応答５分」といった
区切りは全くない。
９／24（水）
８：45−10：00
ワ ー ク
ショップ⑥
座学を超えた創造的なパー
トナーシップ
Liz Hamburg（ラピッドシ
テ ィ・ 高 校 ｰ 企 業 パ ー ト
ナーシップ）ほか１名
２、６ 〇
製造業におけるキャリアを
促進する：インターンシッ
プを通じて若者をつなぐ
２、 ６、
９
アイスブレイカーをずっと
超えて：ミレニアム世代の
労働力訓練を活性化する相
互的なツール
Eric Rowles（ラーニング・
トゥ・チェンジ）
７
中等後教育への新たなパス
ウェイを構築する：中等後
教育成功イニシアチブから
の教訓
Alan Melchoir（ブランダ
イス大学・若者地域セン
ター）
２、８
障害のある若者が自己充足
的になるのを支援する
Lynn Douma（ ミ ネ ソ タ
州・雇用経済開発部）ほか
３人
４、 ５、
６
ケンタッキー若者キャリア
センターの内側を少しご紹
介します
Tera West（ ケ ン タ ッ キ
アーナ・ワークス）
３、 ４、
５
10：15−11：45
全 体 セ ッ
シ ョ ン お よ
び閉会式
成功のための究極の習慣：
囚人、修道士、社会的企業
家としての私のジャーニー
から
Matt Tenney 〇
12：30−16：00
特 別 ワ ー ク
ショップ（要
追加料金）
サウスウェストからスター
バックスへ・クリスピーク
リームへ：ミレニアム世代
にカスタマーサービスを教
えるスキルと秘訣
Eric Rowles（ラーニング・
トゥ・チェンジ）
※ 　シンポジウム／ワークショップのスケジュール兼要旨収録集 2014 Youth Development Symposium をもと
に筆者作成。
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それにしても、なぜ60分でも90分でもなく、75分なのだろうか。これは開催
責任者や担当者（エグゼクティブ・ディレクターの Bridget Brown 氏など）
に訊いたわけではないが、６つのワークショップに参加してみて「体感」した
のは、理解が深まり気持ちよく消化できるワークショップは、60分では短すぎ
るが90分では長すぎる、75分がちょうど良い、ということである。
報告が、出席者が初めて聴く内容であることを前提とすれば、30分から40分
程度は説明に時間を割かないと、理解がされない／深まらないままに終わって
しまう。30～40分が説明だとすると、60分の時間枠なら、質疑応答など相互的
なやりとりに20～30分を割く勘定になる。充分な長さではないか、と思われる
かもしれない。だが、これでは短いのである。なぜなら、導入部分や説明時間
の早い段階でも、相互的なやりとりに時間が割かれているからである。いずれ
のワークショップでも、これらの点が特徴的であった。
導入部分では、出席者がどういう仕事に従事しているのか、どういう職業経
験を経てきたのかを挙手してもらったり簡単にふれてもらったり、あるいは、
テーマに直結する質問を２つ３つ投げかけて、回答ごとに場所を移動させた
り、といった活動をともなっていた。どんな人びとがオーディアンスなのか、
単に形式的に確認する（相互的であることを表面的になぞる）だけではなかっ
た。これには、５～10分程度をかけていた。
たとえば、ワークショップ⑤の２つめ「キャリアパスウェイ──初職、より
良い職、より良い人生へと若者を動かす」では、プレゼンターの Kozumplik
氏は、「はい、質問の１番です。『私の地域の雇用主たちは、将来の熟練労働力
需要を満たせる状態にある』。完全に賛成、完全に反対、この間のどこか、の
３つで席を移動してみて下さい」と出席者に問いかけた。わらわらと動いた後、
Kozumplik 氏は、なぜそこに立っているのかと質問した。「企業は従業員訓練、
特に若者の訓練にますます時間をかけなくなっていて、派遣で間に合わせてい
るだけですから。というわけで完全に反対、です」「コロラド・スプリングス
から来ました。ウチの地元では、熟練労働者がいないわけではないのに、雇用
主がそれに気づけるようなパイプラインが欠けているんです。だから真ん中に
立ちました」──このようにして、出席者たちを聴く一方の位置にとどめず、
より能動的な構えになるように促している。「温め」には時間がかかるのであ
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り、したがって時間をかけているのである。
時間をかけていたのは導入部分だけではない。説明時間の早い段階でもそう
である。学会報告などでもよくあることだが、初めの方で基本的事実や概念に
ひっかかってしまうと、それがネックになってそのあともなかなか集中でき
ず、理解が妨げられる。そのような場合、出席者は躊躇せず、説明の途中で「質
問があります」と挙手する。プレゼンターは慣れたもので、それに対するリプ
ライは手短に済ませる。しかもさらに、「他にも質問がありましたら遠慮なく
どうぞ」と促す。１つ２つの質問で終わることもあれば、３つ４つと続くこと
もある。それらへのリプライを済ませてから、説明に戻る。３つ４つと質問が
続いても、75分と全体に余裕があるので大丈夫なのである。これが60分だと、
最後の質疑応答が10～15分程度と足りなくなってしまう（かといって、90分だ
と長すぎる。ワークショップはいくつも続くので「体力を温存」しておく必要
がある）。
要するに、75分あると、30～40分程度の説明に加えて、相互的なやりとりを、
導入部分、説明時間の早い段階、真ん中、終わりの部分など要所に入れて行な
う時間が、たっぷりとあるということである。
こうした時間設定の効果は、出席者とプレゼンターのより能動的な学び合い
が可能になることだけではない。出席者は発言や質問をすることで、自分が何
者か、どんな関心やアイデアを持っているか、何で苦労しているかといったこ
とを、その場で他者に提示する。これが新たな出合いと対話を生むのである。
筆者は、質問者や発言者に対して「あなたはさっきのワークショップでも発言
されていましたね。私はすごく共感しました。今後とも情報交換ができたら…」
といった会話が始まるのをしばしば観察した。十全な相互作用が可能な時間枠
の設定は、出席者同士の交流をもより良く促すのである。
３－２　よく練られ且つ「敷居の低い」評価シート記入と提出
評価シートの記入は、事務連絡のたびに必ずふれられ、出席者に強く依頼さ
れた。評価媒体は WEB のみである。紙媒体だと、会場のその場で記入せねば
ならず、後刻記入したとしても提出の手間が生じるし、紙からエクセルなどへ
のデータ入力のコストもかかる。それを省くべく、参加者が各自、スマート
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フォンやタブレットで、都合の良いときにいつでも入力ができるよう、WEB
入力となっている。しかも、シンポジウム／ワークショップ申込時に登録した
電子メールアドレスに、リマインダが送られてくる。各ワークショップ終了直
後と、シンポジウム／ワークショップ自体の終了５日後である。
オーディアンスが評価を求められていたのは、（１）全てのワークショップ
と、全体セッションのうち「ボディ・ランゲージ」「新法（労働力革新・機会法）
について」「成功のための究極の習慣」、それから、（２）今回のシンポジウム
／ワークショップ全体、であった。（１）と（２）は、フォーマットが異なっ
ているので、以下順番に説明する。
まず、ワークショップ等の評価シートについて。その質問項目は、表２に掲
げたとおり、平易なうえにわずか７つと少なく、自由記述に凝らなければ３分
とかからないだろう。以上のように、評価シートの記入・提出は「敷居が低い」
のである。
筆者がここで強調したいのは、質問紙回収率の向上や入力コスト削減の合理
表２　ワークショップ等の評価シート（全て WEB 入力）
優れて
いる
良い 普通
劣って
いる
悪い
１
将来あなたの仕事を改善する可能性の高
い情報である
〇 〇 〇 〇 〇
２
専門職としてのベスト・プラクティスで
ある
〇 〇 〇 〇 〇
３ プレゼンターの知識レベル 〇 〇 〇 〇 〇
４ ディスカッションに割かれた時間 〇 〇 〇 〇 〇
５ 出席者との相互のやりとり 〇 〇 〇 〇 〇
６ 配付資料の価値 〇 〇 〇 〇 〇
７ 全体的な価値 〇 〇 〇 〇 〇
自由記述
※ 全ての参加者に案内される評価シートより筆者作成（英語を日本語にしたもの）
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的工夫のみならず、評価シートの質問項目の中味である。項目の１、２、６、
７は、日本でなされている各種のワークショップでも尋ねられているものであ
ろう。しかるに、４や５については、必ずしも多くないのではないか。
前項３−１で、ワークショップは、プレゼンターと出席者との相互的なやり
とりを、余裕をもって確保できる時間設定になっていると述べた。「ディスカッ
ションに割かれた時間」や「出席者との相互のやりとり」が評価項目になるの
は──厳選された、わずか７項目のなかにあるのである──その価値が重視さ
れている証拠である。効果的で意義のある学習には、対話が欠かせないから、
これら２つが入っていることは良いことだと筆者は考える。
いずれにしても、そうした７つの評価項目（と自由記述）が、各プレゼンター
にフィードバックされる。評価がなされると予めわかっていてワークショップ
等を実施するのだから緊張感がともなう。（全国から集まった同業／関連業の）
出席者から良い評価を得たと報告できることは、たとえばそのプレゼンター
が、若者就労支援事業を自治体から受託しているなら、再受託の可能性を高め
ることにつながるから、必死であろう。また、今回はオーディアンスの立場で
あった会員も、将来は自分たちも報告しようと動機づけられることであろう。
NAWDP シンポジウム／ワークショップ参加者のほとんどは、自治体からの
委託が取れるか、自らの雇用が継続されるか、政府や財団からの助成金が獲得
できるかといったサバイバルに晒されている。評価という行為は、こうした文
脈のなかで、プレゼンターそしてオーディアンスに緊張感をもたらしていると
考えられる。
続いて、シンポジウム／ワークショップ全体についての評価シートを確認しよ
う。表３にこれを示す。ここから明らかなのは、次年度の若年シンポジウム／ワー
クショップが何を提供すべきか（質問３と質問６）と同時に、NAWDP 全体と
して何を提供すべきか（質問７と質問８）を詳細につきとめようとしていること
である。
たとえば質問３を見てみると、この選択項目のなかには、今回のシンポジウ
ム／ワークショップではあまり取り上げられなかったものが含まれている（７）。
「選挙で選ばれた行政官との協働」「資金確保戦略（助成金申請書の書き方、
パートナーシップ）」「新法（労働力革新・機会法）の規制内容」などがそうで
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表３　若者支援シンポジウムの全体評価アンケート（全て WEB 入力）
１　全体的に見て今回のシンポジウムは…
　○期待を上回った
　○期待どおりであった
　○期待を下回った
自由記述：
２ 　ワークショップで提示されたツールやテクニックは、あなたの仕事にすぐに使えそう
ですか。
　○はい
　○いいえ
　○わからない
自由記述：
３ 　来年（2015年）のシンポジウムでは、どんなタイプのワークショップに出席したいで
すか（複数回答可）。
　○雇用主との協働
　○若者の動機づけ戦略
　○若年プログラムの管理改善
　○スタッフの動機づけ戦略
　○選挙で選ばれた行政官との協働
　○若者支援者としてのリーダーシップと自己開発
　○障害を持つ若者に対する成功的な戦略
　○田舎のコミュニティに対するサービス供給
　○学業達成改善戦略
　○キャリア探索のテクニック
　○新しい上司に対する戦略
　○資金確保戦略（助成金申請書の書き方、パートナーシップ）
　○新法（労働力革新・機会法）の規制内容
　○登録制アプレンティスシップ（徒弟制）
　○新しい GED 学習
その他（具体的に）
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４　オープニングの全体セッションで講演をした Traci Brown はいかがでしたか。
　○際立っていた
　○良かった
　○普通
　○劣っていた
　○出席していない
自由記述：
５　閉会の全体セッションで講演した Matt Tenney はいかがでしたか。
　○際立っていた
　○良かった
　○普通
　○劣っていた
　○出席していない
自由記述：
６　シンポジウムの価値を改善するため、何かお考えがありましたらお書きください。
自由記述：
７ 　シンポジウム以外に、NAWDP はどんなリソースを供給すれば、そのシステム全体が
改善されると思いますか（複数回答可）。
　○エンプロイヤビリティと職場のスキルを教えるカリキュラムの選択肢
　○若者のキャリア・アセスメントに関する情報と、そのツールの割引販売
　○経営者との関係構築に関するベスト・プラクティス
　○障害を持つ若者向けに特別に開発されたリソース
　○里親制度を終えた若者への支援方法
　○受刑経験のある若者向けの訓練とリソース
　○面接スキル改善に関する教室実践
　○若者向け職務開発戦略のより深い訓練方法
　○若者採用戦略のより深い訓練方法
　○リーダーシップ訓練
　○新しく起こりつつある専門職に焦点化した訓練
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ある。これらは、前回のシンポジウム／ワークショップのアンケートで記入さ
れたが供給できなかったものや、今後ニーズが高まるものなどであろう。ワー
クショップ自体は、会員への報告公募によって準備されるので、必ずしもオー
ディアンスのニーズに応えられるとは限らない。まただからこそ、前述した
「思考リーダー・ディスカッション」などによって補充されるのであろう。
まとめると、ワークショップ等の評価シートにせよ、シンポジウム／ワーク
ショップ全体の評価シートにせよ、質問項目がよく練られており、非常に戦略
的である。
３－３　参加者に対するアドヴォカシー（政策制度要求）の呼びかけ
表１の、９／23（火）午前中の全体セッションにあるように、このシンポジ
ウムでは新法 WIOA（労働力革新・機会法）の全体像についての解説が行な
われている。スピーカーは、全米若年雇用連合（NYEC: National Youth Em-
ployment Coalition）のエグゼクティブ・ディレクター、Mala Thakur 氏によ
るものである。NYEC は、若年雇用に関わる法律や政策の分析と政策制度要
求（アドヴォカシー）を展開している NPO である。Thakur 氏は1999年より
現職にあり、その前は、「ニューヨーク市域『学校から仕事へ』連合」の労働
力開発ディレクターであった（UCLA で政治科学学士、ニューヨーク大学で
教育学修士）。つまり、シンポジウム参加者の大半と同様、若者支援の現場に
いたのである。
このセッションは、WIA と WIOA の詳細な対照表が配布され（８）、要点を記
したパワーポイントのスライド上映によって約20分の説明、そのあと15分程度
その他（具体的に）
８ 　若者支援のために NAWDP がどんな戦略を展開したらよいかをつきとめる、ほぼ一
年間をとおしてのタスク・フォースに、参加したいと思われますか。思われる方は、以
下に連絡先をお書きください。
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の質疑応答と続いた（質問は７つ出された）。新法は2014年10月１日より施行
され、連邦労働省・教育省・健康保健省は今秋より、パブリック・オピニオン
を受け付ける。これらを踏まえて、2015年１月18日までに連邦規則（施行規則）
案を発行する。最終連邦規則の公布は2016年１月22日まで、と予定されている。
筒井（2013）が WIA（労働力投資法）のケースで説明したように、パブリック・
オピニオンは「連邦官報（FR: Federal Rigister）」に掲載され、それに対する
コメンタールが逐一付される。これを読むと明らかなように、パブリック・オ
ピニオンを連邦政府に表明することは、政策の実質に影響をもたらしうる。
それゆえ Thakur 氏は、最終連邦規則公布までの「時刻表（time-line）」を
スライドで示し、政策制度要求の実践を、オーディアンスに強く訴えたのであ
る。「みなさんは日々、若者と接しているわけですから、WIOA の若者プログ
ラムに関して、どうすれば上手くいくのか、何が重要なことなのか、みなさん
それぞれの地域の選挙で選ばれた行政官（elected officials）に対して、たくさ
ん話をしてください。そしてまた、私たち NYEC にも教えてください」。パブ
リック・オピニオンは、直接に連邦政府に対して表明（WEB への書き込み）
することも、各自が所属する組織やその上位組織や連携組織で集約して表明す
ることもできる。
第１節で、NAWDP は連邦／州／ローカルの各レベルで政策制度要求を展
開していると述べた。政策制度要求の力を向上させていくことは NAWDP に
とって重要課題である。それゆえ、メンバーの一人一人が実践するよう、シン
ポジウムでも奨励されているのであり、表２・質問３の、2015年度に出席して
みたいワークショップの選択肢として、「選挙で選ばれた行政官との協働」「新
法（労働力革新・機会法）の規制内容」が示されているのである。
４　まとめと今後の課題
以上、本稿は、NAWDP の若者発達シンポジウムの概略を記し、日本にお
ける若者支援関係者がそこから学べることを３点に絞って述べてきた。いまい
ちどまとめると、①対話を重視した実践的ワークショップ、②参加者と組織全
体に緊張感をもたらす戦略的な評価の実施、③ボトムアップの政策制度要求の
奨励、となる。ともすれば硬直的な座学になりがちな講習や研修を、いかに効
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果的な学習の機会にするか。若者支援関係者のネットワークをいかにして充実
させるか。アリバイ作りに終始しがちな評価アンケートを、いかに戦略的に活
用するか。政策策定者や政策決定者に対していかに声を届け、協働を実現する
か。これらの創意工夫を凝らした NAWDP の若者発達シンポジウムは、日本
における若者支援関係者にとって参考になるところが多々あるだろう。メン
バーの一人一人が共同的な学習を楽しみ、「得るものがあった、これからも頑
張ろう」と力が湧いてくるような参加を実現すること。これはいかなる団体の
組織化においても重要で、そのヒントが、ここには満載である。
最後に、今後の課題についてふれておく。注１で記したように、本稿は、筆
者が研究代表の科研費研究の成果の一部である。この科研費研究は、NAWDP
という日本にはない、公共労働力開発専門職の組織化団体とその機能について
分析することを、研究の一部としている。したがって次は、NAWDP の政策
制度要求の、州やローカル・レベルでの実態を調査する必要がある。シンポジ
ウムでもボトムアップの政策制度要求が奨励されていることがわかったが、で
は、実態はどうなのか。筆者が本シンポジウムに参加したのは、NAWDP の
州ディレクターや地域ディレクターをつかまえて、2015年度の訪問調査を打診
することも目的の１つだからであった。この目的は、小さいながらも果たせた
ので、しっかり準備をして臨みたい。
［注］
（1）本稿は、平成26～28年度・日本学術振興会科学研究費補助金（基盤 C）研
究「就労支援者の生きられた労働と変革的組織化に関する教育・労働社会
学的研究」（研究代表者：筒井美紀、課題番号：26381151）の研究成果の
一部である。
（2）その調査は、2012～2013年度・労働政策・研究研修機構国際研究部「労働
力媒介機関におけるコミュニティ・オーガナイジング・モデルの活用に関
する調査研究」（担当・山崎憲）の一部としてなされた。労働政策・研究
研修機構（2014）を参照。
（3）筆者は、参加した全セッションにおいて報告や質疑応答を IC レコーダで
録音した。配付資料にない内容がスライドで提示された場合は、必要に応
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じて写真を撮らせてもらった。
（4）ちなみに、９／23（火）全体セッションで講演した、連邦労働省障害者雇
用室副室長の Kathy Martinez 氏は、生まれたときから全盲であった。
（5）WIOA の全文は連邦議会ホームページ。https://www.congress.gov/113/
bills/hr803/BILLS-113hr803enr.pdf　 下 院 の 共 同 法 案 提 出 者 の 幹 事
（manager）による背景・経緯説明も大変参考になる。http://edworkforce.
house.gov/uploadedfiles/wioa_managers_statement.pdf
（6）９つのコンピテンシーとは以下を指す：１）経営と経済開発のインテリジェ
ンス、２）キャリア発達原理、３）協働と問題解決、４）顧客サービス方
法論、５）労働力開発におけるダイヴァーシティ、６）労働市場情報・イ
ンテリジェンス、７）コミュニケーションの原理、８）プログラムの執行
と戦略、９）労働力開発の構造、政策とプログラム。筒井（2014：115-
118）を参照。
（7）ちなみに筆者は、質問３の自由記述欄には「労働組合との連携を発展させ
る戦略について」と回答した。新法 WIOA では労働組合のプレゼンスの
低下を招きかねない法改正がなされている一方で、AFL-CIO は少なくと
も全国レベルでは非組合員や地域コミュニティへの支援や働きかけを重視
する方向で動いている（労働政策・研究研修機構2014）からである。
（8）この資料は NYEC のホームページにも PDF で掲載されている。
 http://nyec.org/content/documents/NYEC%20WIOA%20SidebySide%20
July%202014%20(3).pdf
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ABSTRACT
Youth Development Symposium 2014 held by 
Nat iona l  Assoc ia t ion  for  Workforce 
Development Professionals: Some Lessons We 
Japanese Can Learn
Miki TSUTSUI
In the United States there is a non-profit named National Association for 
Workforce Development Professionals and it holds “Youth Development 
Symposium” every autumn, where the members from all over the country 
make their presentations. The purpose of this paper is to describe its aim 
and program, and to point out some lessons we Japanese can learn based on 
the participant observation of the author at 2014 conference.
There are three findings, which lead to lessons directly: (1) practical 
workshops whose emphasis is on dialogue among presenters and 
participants, (2) strategic evaluation which brings positive-tention to the 
whole participants and the organization itself, and (3) encouragement of 
bottom-up-advocacy. Too often conferences and workshops are not so useful 
as its participants expect to be. Too often evaluation is done only for alibi. 
Too often workforce development professionals give up opening up their 
voices. There are many hints to improve these activities in the above 
findings.
As the author points previously that there is no counterpart of NAWDP in 
Japan and that this is why to examine this organization is academically 
important (Tsutsui 2014). Therefore the author will do the research and 
write the next paper in the near future. 
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